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1序 論

z)

在 日韓国人問題 は、日本の不法な韓国支配か ら派生 し、日韓の問で放置 され
2)

た宿題であると同時に、国際人権法上、外国人及 び少数者(minorities)の 人権

保護の次元か ら接近 しなけれ ばな らない問題で もある。在 日韓 国人の法的地位

に関 しては、1965年 の 日韓国交正常化の ときに、 「日本国に居住す る大韓民国国

民の法的地位及び待遇 に関す る日本 国 と大韓民国 との問の協定」(以 下、 「法的地

位協定」 と称する)が 締結 されたが、 しか し、 これによって も在 日韓国人の 日本

国内での地位 は根本 的に改善 され はしなかった。1991年 には、 日韓 の外相 の間

で 「日韓法的地位協定 に基づ く協議 に関す る覚書」(以 下、「合意覚書」と称する)
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が調印 されることで、 「法的地位協定」の問題点 を補完する契機が設けられたが、

在 日韓国人の法的地位及 び権益保護 には依然 として多 くの問題点がある と指摘

されてい る実情である。

日本では___.,般的に憲法第3章 が規定 する基本的人権の うち、参政権、生存権、

教育 を受 ける権利、勤労の権利 は、 日本国民の 「固有の権利」であると解釈 さ

れている。 このような四つの権利 は、 日本国民の権利 として最 も核心的な もの

であ るために、外国人 には適用で きない とい うのが 日本政府の基本的方針であ

る とい うことができる。 したが って、 「定住外国人 としての在 日韓国人」 は、事

実上、 日本社会の構成 員 としての人生を生 きてい くほかない与件 にもかかわ ら
の

ず、様 々な面で 日本国民 に比べて差別待遇 を受 けているのである。

本稿では、定住外国人 としての在 日韓国人 の法的地位及びその問題点に対 し

て考察す るものであ るが、特 に 「地方参政権」の問題 を中心に検討す ることに

する。

E在 日韓国人の法的地位

1.在 日韓国人の意義および問題の背景

本稿で 「在日韓国人」 というのは、過去の日本帝国主義の不法な支配の期間

中に日本に渡って行 き、現在、日本の管轄権に属する地域に居住 している韓国

人の血統を持った外国人及びその子孫を意味 し、その国籍が 「大韓民国」であ
4}

るか 「朝鮮」であるか を問わない。在 日韓国人 は、一般外国人 に比べて、 その

存在 の端緒が 日本帝国主義の韓半 島に対す る不=法な支配か ら始 まっている点で
5)

歴史的特殊性 を有 してい る。 日本帝国主義の土地調査事業 によって土地の耕作

権 を失った農民たちが 日本 に移住 し始 めたが、 その後、満州事変、 日中戦争、

そ して太平洋戦争な どを経て急増 した在 日韓国人 の数は、一時 は200万 人 を上

回った。1945年 の終戦以後、 この うちの4分 の3は 韓国に帰還 したが、4分 の

1に 達 する50万 人余 りは帰還輸送が終わった1946年12月 以後 も様々な事情で 日

本 に残留するようにな り、以後、事実上、 日本社会の___.員として定住す るに至っ
g}

たのであ る。

日本 において 「定住外国人」 とい うのは、主 にこの ような在 日韓 国人を指 し
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の

示す用語であ り、在 日韓 国人 は代表的な定住外国人である。韓半島 に対す る不

法な支配の期間 は、少 な くとも形式上で は日本 に よって 「日本 臣民」 としての

地位を与 えられていたに もかかわ らず、在 日韓国(朝 鮮)人 は様々な面で 日本人

とは異なった差別待遇 を受けていた。 そして、1952年4月28日 に対 日平和条約

が発効す るに伴 い、 日本 はすべての在 日韓 国人 を 「外国人」 と認 める と宣言す

ることで、在 日韓国人 の存在 に対する自らの責任か ら目をそ らした まま、在 日

韓国人を単 なる一般外国人 と同一 に取扱い始 めたのである。 この ときか ら、差

別 を受 けっつ もそれな りに日本 に居住 していた韓国人たちに付与 されていた参
8)

政権 も、 もはや認められな くなった し、特に在 日韓国人の居住資格に関連 して、

様々な不便 と不安定性が もた らされ ることになった。
9?

在 日韓国人の法的地位問題 については、その後、1965年 に法的地位協定が締

結 され ることで、協定永住権 が保障 され るな ど、 ある程度改善 され はした。 し

か し、 このような協定 によって在 日韓国人 の法的地位 を根本 的に改善 させ るこ

とはできなかった とい うのが事実で ある。そのために在 日韓国人 に対す る差別

待遇問題 は継続 して提起 され、 日韓両国間の外交問題 に発展 する場合 も一度や

二度ではなかった。1981年 に日本 の 「難民の地位 に関する協約」(Convention

RelatingtotheStatusofRefugees、 しばしば 「難民条約」といわれる)の 批准を

契機 に、出入国管理 における規制が多少緩和 され、児童扶養手当な どの受給資

格者 の国籍要件が撤廃 され ることで関連 す る社会保障制度が在 日韓国人に も適
ap}

用 され ることになった。 これ によって在 日韓国人の法的地位 はある程度安定 す

るようになった側面 もあった。

しか し、協定永住権の限界、強制退去問題、指紋押捺問題、教育及 び雇用 に

関連 した差別待遇な どは依然 として未解決の課題 として残 っていた。 このよ う
　ラ

な 「X991年問題」を解決 して法的地位協定の内容 を補完す る との目標を抱いて、

韓 国政府 は日本 との交渉を進 めた。その結果、1991年1月 に 「合意覚書」 が採

択 され、現在 、在 日韓国人の法 的地位の重要事項 は法 的地位協定で はな く、合
　

意覚書 によって規律 されているのである。

13)

2「 合意覚書」 に伴 う在 日韓国人の法的地位

1991年 の合意覚書 は、法的拘束力 を有す る条約ではな く、典型的な 「紳士9協
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定」(gentle電Sagreement)と しての性格を持った ものであった。 しか し、 日

本 は、 この合意覚書の履行のための後続措置に直ちに着手 した。法律事項の履

行のために出入国管理特別法 と外国人登録法 を制定す る一方、その他 の部分 に

ついては、その履行に関 して一線 の行政機関 に対 して行政指導 を行 った。

1)出 入国管理特別法の制定
　ラ

合意覚書 の実践 のために、1991年4月26日 に日本の国会 は出入国管理特別法

を制定 した。 これは、同年5月10日 法律第71号 として公布 され、11月1日 か ら

施行 された。 この法律 によって、1952年 の対 日平和条約の発効以降、複雑 に区

分 された旧植民地(日 本帝国主義の不法な支配下に置かれていた国家)出 身の在 日
15)

韓国人 と在 日台湾人及 びそれ らの子孫の法的地位が一元化 され、 また、過去の

法的地位協定 に伴 ういわゆ る協定永住権制度がな くなったのであ る。新 しく制

定 された出入国管理特別法の主要内容は次の とお りであ る。

(1)特 別永住権の付与

終戦以前か ら日本 に居住 して対 日平和条約の発効 と同時 に日本国籍 を喪失 し

た旧植民地出身者及びそれ らの 日本で出生 した子孫で、 この法律 の施行 の とき

にも継続 して 日本 に居住 していた者 は、一律 に 「特別永住権」が付与 された。

その対象者 は、既存の協定永住権者、法126号 者(「 ポツダム宣言の受諾に伴い発

する命令に関する件に基づ く外務省関係諸命令の措置に関する法律」は、長い題名の

ために法126号 と略称され、別に法律でその者の在留資格及び在留期間が定められるま

で、引き続き在留資格を有することな く在留することができるとされた)、 一般永住

(特例永住)者 などを中心に約65万 人であった。彼 らに対 して、 日本政府 は別途

の申請 を待つ ことな く、既存の外国人登録 の記録 を基 に彼 らの 日本居住歴 を把

握 して自動的 に特別永住権 を付与 したのであ る。

(iD退 去強制事由の制限

この法律 によって特別永住権 を付与 された者 は、次の場合に限って退去強制

が実施 されることになっている。すなわち、① 日本 の刑法第2編 第2章(内 乱に

関する罪)、 第3章(外 患に関する罪)の 罪を犯 して禁鋼 以上の刑に処 された者。

ただ し、内乱罪で執行猶予 を受 けた者、 または付和雷 同 した者な どの単純 な暴

動関与者 は除外。② 日本の刑法第2編 第4章 の国交 に関す る罪 によ り禁鋼 以上
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の刑を受けた者。③外国の元首、外交使節 または公館に対する犯罪行為 により

禁鋼以上の刑に処された者で、法務大臣がその犯罪行為 によって日本の外交上

重大な利益が侵害されたと認めた者。特に、 この場合には、法務大臣が外務大

臣と協議をする。④無期または7年 以上の懲役 または禁鋼に処 された者で、法

務大臣がその犯罪行為が 日本の重大な利益を侵害 したと認めた者、に対 しての
36}

み退去強制 を適用す ることがで きる。

(iii)再 入国許可期間の延長

日本 に居住す る一般外国人が再び帰還す る目的で一時出国 をす る場合 には1

年以内の期間で再入国許可を受 けることがで き、 これはさらに1年 以内(合 計2

年以内)の 間で在外公館で延長す ることがで きる。 しか し、 この法律による特別

永住権者 は、一般外国人 とは異な り、本来の再入国許可期間を4年 に延 ぼ した。

したがって、 日本 を出国 した特別永住権者 は、1年 以内に限って在外公館 で延

長 できる期間を併せ る と、合計5年 間継続 して外国に在留す ることがで きるよ

うになった。 また、再入国許可 を受 けて出国 した特別法永住権者が 日本 に帰還

す る場合 の 「上陸審査」は一一般外国人 とは異な り、旅券 の有効性 の如何だ けを

審査す るように して、出入国管理法上のその他 の上陸拒否事 由の該当性の如何

は審査 し得ないように規定 した。

2)外 国人登録法の改正

外国人登T'法 の分野での合意覚書の履行のための後続措置は、出入国管理法

の分野よりも一歩遅れて進行 した。合意覚書 も、指紋押捺制度 に代替される手

段を準備するために2年 間の準備期間を認めていた。合意覚書の内容を実践す

るための外国人登録法改正法律は、1992年6月1日 に公布 されて、1993年1月

8日 か ら施行された。新法によって特別永住権者に対 しては指紋押捺を廃止 し

て、代わりに本人確認のための制度 として署名及び家族登録制が新設された。

すなわち、外国人登録時に本人に関する各種の人的事項のほかに世帯主、配偶

者、両親の人的事項及び外国人世帯主である場合にはその世帯構成員の入的事

項を本人のc外 国人登録原票'に 同時に記載するようにした。 これによって、

在 日韓国人に対する指紋押捺制度は廃止されたが、外国人登録法の分野でのも

う一つの改正要求事項であった外国人登録証の常時携帯義務は継続された。
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日本政府は、在 日韓国人の立場に配慮 して、常識的で弾力的な運営を約束 し

た し、警察は1980年 代後半か ら常時携帯の概念を大幅に緩和 して適用 している

という。 しか し、外国人登録証携帯義務に対する規制が相当に緩和 されたにも

かかわらず、常時携帯義務それ自体が廃止されなかったことは問題である。

3)教 育問題
エアラ

日本政府 は、1965年12月18日 付の文部省事務次官通達(文 初財464号)を 通

ーじて
、在 日韓国人学校や特別学級の設置を禁止 して、教科課程 における在 日韓

国人 に対す る特別編成 を抑制す る政策 を施行 して きた。 このため、民族学校の

設置 と民族教育の実施 には多 くの困難があった。 しか し、1991年 の合意覚書で

は、今後 は日本政府が在 日韓国人に対 して正規の授業以外の民族教育の実施の

ために配慮 すべ きことと在 日韓国人の子女 に対 しも`就 学案内書'を 発送 する

ように指導す ることを約束 した。 そ して、1991年1月30日 に日本文部省 は合意
1$}

覚書の履行に関する新たな通達を全国の各教育委員会に発 した。

その内容は、第一に、教科課程において在日韓国人に対する特別な編成 を抑

制する内容の1965年12月18日 付文初財464号 通知は正規の教育過程に限ったこ

とであ り、在 日韓国人学生に対 して課外で韓国語や韓国文化な どの学習の機会

を提供することまで規制するものではない として、過去の解釈を変更 した。第

二に、各教育委員会は、公立義務教育学校への就学を望む韓国人適齢期児童の

保護者に対 して`就 学案内書'を 発送するように指示 した。第三に、以上の措

置は日本に居住するすべての外国人に対 して実施するようにとの方針を明らか

にした。

4)公 立学校教師採用

合意覚書に従い日本政府は、在 日韓国人にも公立学校教員採用の門戸を開放

することを約束 したが、 これには 「公務員任用に関する国籍による合理的な差

異をふまえた日本国政府の法的見解を前提」 とするという条件が付されていた。

日本 における各公立学校教員の採用問題は、原則的に各自治体で決定すべき事

項である。日本政府はひとまず合意覚書の内容を実践するために、文部省が1991

年3月22日 各都道府県及び指定都市の教育委員会に 「在日韓国人など日本国籍
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を有 しない者の公立学校の教員への任用 について」 とい う通知 を発 した。その

内容の要 旨は、1992年 に採用予定の各公立小学校 、中学校、高等学校、盲唖学

校、聾唖学校、養護学校、幼稚園の教員任用選抜試験か らは在 日韓 国人な どの

外国人の受験 を認めて、合格 した者に対 しは任用期間の制限のない`常 勤 講師'と

して任命す ることがで きるように措置を講 じて、常勤講師の待遇 は日韓両 国間

の合意の趣 旨を生か して正規の教師であ る`教 諭'と の差がないようにす ると

い うものであった。 これ によって、 これ まで幾度 も物議 をか も して きた 日本の

公立学校の教員採用試験 か らの在 日韓国人の排 除の措置 は公式 に解除 された。

ただ し、問題 は日本政府が外国人教員 の資格 を正規の教師ではない`常 勤講

師'に 制限 していることである。`常 勤講師'は 、長期間勤続 して も管理職 に任

用 され得ない とい う限界 を有 している。管理職 は公権力 を行使す る職 であ るの

で、公務 員に関す る法理上、外国人 は不可で あるとい うのが 日本政府の立場で

ある。合意覚書 自体 に在 日韓 国人教員の資格 を`常 勤講師'と す るとい う明文

規定 はない。 しか し、 日本政府 は、 「公務員任用 に関する 『国籍 による合理 的な

差異』をふ まえた日本国政府 の法的見解を前提」 とす るとの合意覚書の文言 は、

すなわち これ まで 日本政府が とってきた公務員 に関す る 『当然の法理』 を意味

す るものであるので、合意覚書 に同意 した韓国政府 も在 日韓国人が教諭 として

任用 され得 ない とい う点を認 めた もので あると主張 している。

5)地 方自治体の公務員採用上の問題

地方公務員の門戸開放に対する合意覚書の内容 も非常に曖昧になっている。

すなわち、合意覚書は、「公務員任用に関する国籍 による合理的な差異をふまえ

た日本国政府の法的見解を前提 としつつ、採用機会の拡大が図られるよう地方

公共団体を指導してい く」 と規定しているのである。 この条文の解釈において、

日本政府は 「国籍による合理的な差異をふまえた日本国政府の法的見解 を前提」

とするということに重点を置いてお り、韓国政府は 「採用機会の拡大が図 られ

るように地方公共団体 を指導 してい く」 という表現に重点を置いている。

合意覚書の妥結直後である1991年1月20日 に、日本の自治省は全国都道府県

総務部長会議を招集 して合意覚書の趣旨を説明 した。 自治省は 「国籍 による合

理的な差異」 とは、以前から適用されていた公務員に関する 「当然の法理」の
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単な る別の表現 に過ぎない と解 した。採用拡大 とは、 その ような範囲内での問

題 であ り、 したがって、外国人の一般事務職 に対す る門戸開放 は適切で な く、

ただ医師、医療技師、栄養士、保母等の ような専門職 の場合には問題がない と

い う態度で ある。 この ような日本の立場 は、韓国側の当初 の期待 とは大 きな差

が ある。そ こで、1991年12月6日 に開催 された 日韓両国 のアジア局長会議で、

韓国 は日本側 が解釈す る 「当然 の法理」 を受諾 した ことはない として、一般事

務職 であって も国籍 による差別が正 当化 されてはな らない と主張 した。

合意覚書以後の実態 を見れ ば、在 日韓国人の地方公務員就任へ の門戸 は徐々
19)

に開放 され てい るのが事実で ある。 しか し、い まだ多 くの地域 では完全 な開放

は拒否 してお り、管理職への昇進 にっいて も否定的で ある。ただ、 これに関連
2Q)

して、 日本の司法府 は多少開放的で弾力的な立場 を有 しているもの と見 られる。

6)地 方参政権問題

これに関 して は、章 を改めて詳細 に論 じることにす る。

3.問 題点および改善方向

日本政府は、外国人(在 日韓国人)に 対 して社会保障制度 と私法上の権利はあ

る程度認める政策を採っている反面、公法上の権利に関 しては外国人登録法に

違反すれぼ退去を強制できるように国内在留を制限 してお り、参政権 と教育 ・

労動に対する権利 も十分には保障しないでいる。 したがって、次のような幾つ

かの点に重点を置いて在 日韓国人の法的地位改善のために努力する必要がある

と思われる。

まず第一に、 日本政府においては、法制度の柔軟な運営を通 して差別待遇を

緩和すると明らかにしているが、在 日韓国人のより安定 した法的地位確保のた

めには`外 国人登録証常時携帯義務 と`再 入国許可制度'が 廃止されるよう

に努力する必要がある。第二に、民族学校や民族学級の設置及び民族教育に対

する各地域教育委員会 と政府次元の支援がより多 くなされ得 るように制度化 し

て、公立学校教師 と地方公務員の採用時に適用されている 「国籍による合理的

な差異」 と 「日本政府の法的見解」が新たな差別の根拠 として援用されないよ

うにする必要がある。これを通 じて、公立学校教員採用時に在日韓国人が常勤
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講師でな く正規教師 として採用 されるようにすべきであ り、地方公務員に採用

される在日韓国人が専門職だけでな く一般事務職にも進出できる機会を保障し、

また継続 して拡大できるようにしなければならない。第三に、戦後処理及び社

会保障 と関連 して、援護関係法上の国i籍条項を撤廃 して、国民年金法の適用対

象か ら除外されている無年金障害者及び高齢者に対 して日本人 と同等な待遇が

なされるようにする必要がある。そして、第四に、地方参政権の制度的保障を

通 じて、在日韓国人が日本社会の能動的な構成員 としての法的地位を確保でき

るようにしなければならないであろう。

皿 在日韓国人の地方参政権問題

1.序 説

国家 において形成 され行使 され る権力の正当性 と合法性 の保 障は、その国家

構成員であ る国民 の同意に基づ くが、 この同意 は通常、政治的 自由 と参政権の

保障 を通 じてなされ る とい う。 このような原理 は、一般的 に国民主権理論 とし
2l}

て説明されてきたし、外国人に対 して政治活動の自由と参政権を拒否するため
22)

の根拠 として援用 されて きたのが事実であ る。 しか し、現代人権思想及び人権

法の発達は、内外人の区別 を最小化 させてお り、可能 な限 り外国人 にも内国人

と同等 の待遇及び権利 を保障するように要求 してい る。 この ような趨勢 は、政

治的 自由 と参政権 について も、制限的ではあれ徐 々に現れている。西欧の国家

を中心 に、一定期間以上 自国に居住 した外国人 に地方 自治体 における選挙権 を

付与す る趨勢が近時広がっているのである。 この ような地方参政権の認定 は、

地方 自治体の運営主体 は、 「国民」(nationals)と い うよりも実際にそ こで継続

的に居住 している 「住民」(residents、inhabitants)で あ り、住民 としての利

害関係 とい う側面 においては個人の 「国籍 」が決定的な重要性 を持ち得ない と

い う事実が認識 されてい ることを意味す るので ある。

現在、在 日韓国人社会 では地方 自治体選挙への参政権 を要求す る運動が活発

に展開 されている。 この ような地方参政権獲i得運動 は、主 に在 日本大韓民国民

団(以 下 「民団」 と略称する)を 中心 に推進 されている。
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2.在 日韓国人の地方参政権獲得運動
23)

1)地 方参政権獲得運動の展開

1970年 代中盤から一部の知識人たちを中心に、在 日韓国人に対する差別解消

方案の一つ として、日本の地方 自治体における参政権i獲得運動を展開しようと

いう提議がなされ始めた。1975年9月 に北九州の市民団体が北九州市に対 して

この問題についての公開質問書を提出したのを嗜矢に、1976年7月 には韓国大

阪青年会議所認准5周 年記念会議で徐龍達教授が地方自治体選挙権の獲得 と類

似 した提案をした。 この他にも、1976年9月 に福岡の崔昌華牧師が地方参政権

を要求する書簡を県知事に提出した。

選挙権の問題は1980年 代中盤を過ぎると、再び論じられるようになった。1986

年には大阪に居住する在 日韓国人たちの一団が地方選挙権を要求する請願 を提

出した。1987年1月 の 「民族差別 と闘 う連絡協議会」(民闘連)の 全国代表者会

議でもこの問題が提起 され、1988年10月 に民闘連第14回 全国交流集会で提示さ

れた 「在 日旧植民地出身者に関する戦後補償及び人権保障法(草 案)」では、5

年以上の居住者に地方自治体参政権を付与するように要求 した。

1991年1月 に妥結 した在 日同胞の子孫の法的地位に関する交渉過程において

も、韓国政府は在 日韓国人に対 して地方選挙権を認めるように要求 した。1988

年12月 か ら始まった日韓両国の高位実務者会談では、韓国は、在 日韓国入に対

する地方自治体の参政権の付与を主要な要求事項の0つ として主張 したのであ

る。

2)民 団と朝総連の立場

地方参政権の問題 にっいて、民団は、各支部別に該当地域の地方自治体に対

して選挙権 を認めるよう請願運動を展開 し、民団本部も日本政府を相手に立法
24)

化を要求するなど非常に積極的に行動 している。民団は、在日韓国人に対する

地方参政権の付与を日本の国際化 と民主主義の問題 と見なす と同時に、国際法

的次元での少i数者の保護及び内外国人平等主義に立脚 した永住外国人の基本的

人権の保障の問題 として接近 している。そして、日本は戦後処理の次元か らも

日本社会の構成員 として根を下ろしている在日韓国人に対する人権保障に努力

すべ きであ り、特に地方参政権の付与に関心を払わなければな らないという立
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25)

場 に立 ってい る。

これ と対照的に、在 日本朝鮮人総 連合会(以 下、「朝総連」 と略称する)は 、地

方参政権問題 に対 して非常に否定的な態度 を とってい る。朝総連側 は、参政権

獲得運動 は在 日韓国人をいずれ 日本社会 に同化され る運命 と見 る韓国当局の`棄

民政策'の 一つの側面であると主張 している。在 日韓国人社会の緊急の問題 は、

祖国愛 と民族意識 の確立、そ して民族差別 の解消で あるが、 日本での参政権獲

得は在 日同胞の 日本への同化 と帰化 を促進 させ て、同胞社会 を分裂 させ 、窮極
2fi)

的には同胞社会の存立を脅かす反民族的犯罪であるという。このような在 日同

胞団体の見解の差異は、在日韓国人の今後の位置づけに関 して、 日本国内の定

住外国人 として生活するという立場 と、窮極的には祖国への帰還を標榜 してい

る立場 との差異に由来するのである。特に朝総連 としては、日本の国内政治の

波紋が朝総連の組織内部に押 し寄せれば、組織員を政治的に北朝鮮に隷属 させ

ることが難 しくなり、 これは窮極的には組織基盤の根底を脅かすであろうと憂
　

慮 している。 しか し、 この ような朝総連幹 部の意志 とは異 なって、一般 の在 日

韓国人たちを対象 に した世論調査 の結果は、民団系 と朝総連系の違いはな く、
28}

地方参政権獲得運動 を幅広 く支持 してい ることが明 らかになっている。

3.外 国人の参政権に関する国際法的問題

1)外 国人の待遇及び権利に関する国際法原則

すべての国家は、外国人の出入国に関連 して裁量権 を有しているが、自身の

領域内において在留を許 している外国人には、一定の待遇 と保護を付与 しなけ
29)

れ ばな らない国際法 上 の義務 を負 う。各 国 は、 「国際標 準主 義」(international

minimumstandard)ま た は 「国 内 標 準 主 義 」(standardofnational

treatment)な どの 原 則 に従 い、 国 内在 留 外 国 人 に対 す る待 遇及 びその権 利義 務
303

の基準を設定 してい る。特に国際人権法の発達 に伴 い、各国はその管轄下 にあ

るすべての個人(外 国人等のすべての少数者を含む)に 対 して、差別す ることな く

一定の水準の権利 を保障するように要求されてい る
。 しか し、大部分の国際法

学者たちは、外国人 に対 して絶対的 に内国人 と同等の権利 を保障 しなければな
　

らない と見 るものではない。0般 的に、生存権 的基本権 と参政権な どは、外国
32)

人 に対 しては認め られない と見ているのが事実である。
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これ に従 い、外国人に対 して参政権を認 めない ことは国際法が禁止 してい る

`差別待遇'に 該当 しない という立場が永 らく説得力 を持 ち続 けた
。すなわち、

国籍(nationality)を 根拠 として外国人に参政権iを認 めない場合 にも、 これは

「合理的な差別の根拠」を有 しているもの と見 なされてきたのである。 このよう
33)

な立場は、文面上で見れば、各種の人権条約などにそのまま反映されていると
34)

解釈 されて きたの も事実であ る。まず 「世界人権宣言」2条 は、許 されない差

別 の基礎 として、人種、肌の色、性、言語、宗教、政治的見解、民族的 ・社会
3&)

的出身、財産、出生身分などを列挙 しなが らも、 「国籍」を除外 している。 この

点を挙 げて、 まさに国籍 を根拠 として、内外人 を差別す ることは許 されてい る
ss)

と説明 しているのである。そ して、内外人平等主義 に立脚 して権利(人 権)の 主

体 を 「すべての者」(everyone)と 規定 している、 この ような諸々の人権関連
a7)

条 約 な ど も参 政権(politicalrights)に 対 して は 「市 民 」(citizen)と 関連 し
38}

てのみ規定 してい るという点を挙 げて、外国人の参政権 は保障 されない と解釈

してい るのである。

しか し、許 されない差別の基礎 として国籍が列挙 されていないか らといって、

国籍 を理 由 とする差別待遇が積極的 に許 されていると見 ることはで きない し、

条約の条文が、あ る権利が専 ら 「国民」や 「市民」 に限って認 められ ると積極

的 に規定 している場合 を除いては、 その ような権利 は外国人 にも適用 され ると

見なければな らない。参政権 の場合 にも、多 くの人権 関連条約 は個人が 「自国

内で」(inhiscountry)参 政権 を享有す るもの と規定 しているが、 この場合 そ

の 「国家」(country)を 必ず 「国籍 国」 と解 さなければならない とい う根拠 は

ないのである。 「自国内で」の解釈 と関連 して、国籍 を基準 とせずに、家族関係、

居住 の持 続 性 、 経済 活動 な どを基 準 として よ り 「実質 的 な真 正 連 結 関係

(substantialrealconnections)を 有 している国家内で」個人の参政権が許 さ
39)

れ る と解釈す ることもで きるのである。 また、参政権 が 「市民」 に認 め られ る

とい う規定があっても、 これ は国家 は少な くとも自らの市民 に対 しては参政権

を保障 しなければな らない とい う意味であって、外国人 に対 して は参政権 を許

さない とい う意味に解釈 してはな らないのであ る。 したがって、外国人 に参政

権 を付与 しない との明示的な規定が ないか らには、 いかな る国家であれ、裁量

によって外国人 に参政権 を付与す ることはい くらで も可能 であると見なけれ ば
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4Q)

な らな い。

2)国 際化 ・地方化時代の基本的人権 の享有主体=「 国民」か ら 「住民」へ

国 際化 ・世 界化 ・地 方化 の 時代 に入 っ た今 日、 従 来 の よ うに 「国籍 」

(nationality)と いう観念的基準 に基づいて法的待遇を付与することは、場合 に

よっては不 自然で問題がある という認識が次第 に広が っている。反面で、社会

構成員 としての 「居住 」(residence)の 可否 を基準 として法的待遇 を付与す る

ことが よ り自然で現実的で あるとい う見解 に対す る社会 的承認が形成 されてい
47)

る。 また、今 日、国家の観念が少 な くとも法律関係 を説明す る正当化根拠 とし

て漸次その優i越的 ・排他的地位を喪失 して、 「人間性」(humanity)に 基づ く人

権観念が個人 に対す る諸権利 の保障根拠 として強調 されてい る。 さ らに、社会

共 同体の一員 として国家領域 内に居住す る外 国人たちが多 くの数 を占める今 日

の状況、 すなわち 「住民 二国民+定 住外国人」 とい う状況 では、 「国民=住 民」

という等式 を事実上の前提 として権利 ・利益 の享有主体 を考 えることは、理念

上で も現実的にもその妥当性 を著 し く減少 させ るようになった。理念の観点か

ら見れば外国人 も同じ人間であ り、現実 の観点か ら見れば定住外国人 も住民で

あ ることは間違 いないためである。国籍のみを基準 に した権利利益 の享有資格
　

の決定 は、 したが ってその擬制的性格 をさらけ出 してい ると思われ る。

「社会構成員性」を外国人 に対する入権保障論の基準にする根拠 は、同一の寄

与 と負担があ るところには、同一の権利 と利益が なけれ ばな らない とい う衡平

(equity)の 観念 にあるが、それが今 日特に重要な意味を持つ ようになったのは、

人種、性、宗教、民族的 ・社会的出身な ど、様々 な分野 に共通 に適用 されてい

る`非 差別規範'の 一一環 を構成 しているためであ る。今 日、非差別規範 の急速

な発達 は、一方で は近代 を貫 く全世界 的規模の植民地体制の崩壊 とい う現代世

界 の 構 造 変 動 と深 く関 連 して い る。 この よ うな 変 動 は 、 「植 民 主 義 」

(colonialism)と 人種及び民族的差別が もはや許 されない との方向への展開を

加速化 させて きた。他 の一方では、 このような動 きは、国際人権法及 び人権思

想 の発達 に伴 い、性、言語、国籍 な どの基準 による差別 に反村す る`少 数者 の
43}

権利保障運動'の 根拠 を確立 させ る結果 を もた らした。

したがって、今 日憲法や個別法令の条文 を解釈 す るにおいては当然 に この よ
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うな一般的規範意識を前提 としなければならず、特に外国人の権利に関 しては、

「国民性」 と併せて 「社会構成員性」を重要な解釈基準 として適用 しなけれぼな
ゆ

らないのである。い まや、社会構成員性 は、共同体一般 の権利関係 の確定基準

であるとい うことがで きる。 したがって、具体的な法令の解釈 に関 して、 それ

以外の基準によって享有主体 を確定すべ き特別 な必要性や正当性がない限 りは、

権利関係は原則 的に`社 会構成員性'の 基準によってその適用及 び享有主体が

決定 されな けれ ぼな らないので ある。 この ような原則 は、法文上に国籍要件が

規定 されていない場合 に、一般的に妥当す ると思われ る。そ して、国籍要件が

規定 されてい る場合にも漸次、できるだけ権利享有主体 としての 「国民」 は 「住

民」 として解釈すべ きであって、 この ように解釈 しない場合には憲法や人権関

連条約 の 「非差別原則」 に反す るのではないのか という観点か ら再検討 しなけ
45)

ればな らない と思われ る。特 に今 日、地方 自治 の観点か ら地域社会の住民たち

がその主体 を構成 している とい う点 を考慮す るとき、定住外国人が生活の実体

において国民 と同rの 立場 にある以上、生活一般及び法律関係 において定住外

国人 をその 「外国人性」 を根拠 として差別待遇す ることは、明確 に 「地方 自治
46)

の本 旨」 に反 す ると解 され る。

4、 各国の国内法的動向

今 日、国家 と国家の間で人 ・商品 ・情報の移動 と交流が活発になって、多様

な部門で伝統的な国民国家体制に変化が招来 しているということは事実である。

特に、参政権問題に関する国家の態度においても、制限的な範囲ではあるが認

識及び実践において重大な変化が起 こっていることに注 目する必要がある。そ

れは、特に第2次 大戦以後に発達 し始めた国際人権法の要請による内外人平等

主義によって、国家の政策が国籍 による差別待遇を緩和 した り除去 した りする
47)

方向へ と変化 してい るというこ とである。

1)ヨ ーロッパ国家の場合

国際人権法の次元で外国人に対する差別なき権利保障を要求する流れが有力

に現れてお り、また、世界化 ・地方化に伴 う`住 民'の 重要性が強調されてい

るにもかかわらず、国内在留の外国人に中央及び地方次元の参政権をすべて認



在日韓国人の法的地位107

4$}

めている国家 はいまだ現れていない。しか し、英連邦 内の国家(Commonwealth

Countries)や ポル トガル語常用 国家の間で は部分的に中央及び地方次元の参政

権が外国人 にも認 め られてい ることを知 ることがで きる。現在、 ヨー ロッパで

の外国人 に対 する参政権付与の状況 を見れば、第一 に、英連邦 に属す る国家の

問で英連邦の国家 の国籍 を有 してい る外国人 に申央及び地方にお けるすべての
49)

参 政権 を認 めて い る場 合、第 二 に、 ス ウ ェーデ ン、 ノル ウ ェー、 デ ンマ ー クの
5d}

ように、定住外国人に地方参政権を認めている場合、第三に、 ヨーロッパ連合

(EU>会 員国の間で相互主義の下に6週 以上国内に居住 している他のEU会 員国
51}52}

の国民 に対 して地方参政権 を付与 している場合 に類型化す ることがで きる。特

にEUの 市民は、その国籍 とは関係な しに自身の住所地があるすべての会員国に

おいて参政権 を行使す ることができるようになっている。EUに おいて外国人 に

対する地方参政権 の認定 は、 ヨーロ ッパ諸国の政治統合 と共 同繁栄のための重

要 な土台 と見 なされている。

2)大 韓民国の場合

大韓民国憲法24条 及び25条 は、選挙権及 び公務就任権な どの参政権が 「国民」

に対 して認 められ ると規定 している。 これに従 い、韓国の憲法学者者 たちは、

参政権 は 「国民の権利」であるために外国人 に対 して認 めることはで きない と
53)

いう立場 を堅持 している。公職選挙及び選挙不正防止法15条 及び17条 は 「国民」

が大統領、国会議員、地方議会議員、そ して地方 自治体の長 に対 す る選挙権 を

有す ると規定 している。 もちろん ここで 「国民」 とは、大韓民国国籍 を保 有 し

ている人 を意味す るもの と解釈 されている。

しか し最近 に至 っては、学者たちの中には、様 々な国で定住外国人 に対 して

地方 自治体 における選挙権が認 め られ る傾 向が ある とい う事実 を挙 げなが ら、
54)

多少柔軟な態度 を見せ る場合 もあることを知 ることがで きる。そ して、政府 も、

国内に長期的に居住 してい る定住外国人に対 して近 い将来、地方参政権 を付与

す ることに した とい う方針を明 らかにした ことがあ る。1999年9月8日 、当時

の行政 自治部 は2002年 か ら国内に5年 以上居住 する20歳 以上の外国人 に地方議

会議員 と地方 自治体 の長 に対す る選挙権 を付与す るために関連部署 との実務検

討作業 に入った と発表 した。外国入 に対す る地方選 挙権の付与は、一部 の ヨー
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ロッパ国家を除いてはその事例がほ とんどないものであ り、韓国の国際化、開

放化のための画期的な契機であると同時に、相互主義に立脚 して日本に対 して

在日韓国人に地方参政権を付与するよう要求するにおいて相当な効果を上げ得
55)

る措置である と評価で きると思 われ る。

5、 地方参政権 についての 日本 の立場

1991年 に締結 された合意覚書は、在 日韓国人の地方参政権問題 について、 「大

韓民国政府 より要望が表明 された」 とのみ記 され るに とどまった。当時、合意

覚書 のための交渉の過程で、 日本 は外国人 に対す る地方 自治体の次元での参政

権 の付与が憲法15条 に違背す るので不可能である とい う立場 だった。

1)法 律 的検討

日本の学界の動向を見れぼ、外国人 の選挙権(参 政権)に 対 しての様々な立場

が提示 されていることを知 ることがで きる。第一 に、現行憲法上、中央 レペル

であれ地方 レベルであれ、いか なる選挙 において も外国人の選挙への参加 は不
5fi)

可能である とい う立場、第二 に、現行憲法上、中央選挙 は不可能であるが、関
57}

係法さえ改正すれば地方選挙権 は外国人に付与することができるという立場、

第三に、関係法さえ改正すれば、現行憲法上で も外国人が中央及び地方選挙の
　

すべて に参加 することがで きるとい う立場 などが それであ る。 これ までは大部

分の学者たちは第一の立場 を とってきた。

外国人 に対 する地方 自治体の選挙権付与が現行憲法上で可能であるか否かに

関 して相反する立場 を対応 させてみれば、次の とお りである。まず`不 可能論 の

立場 は、次の とお りで ある。現行憲法上、国会議員選挙権(15条)と 地方議会

選挙権(93条2項)は 、すべて1条 の国民主権主義か ら直接 に派生 した権利で

あ り、 したがって ここでの 「国民」 とは、すなわち 日本国民 に限定 され るので

ある。確 かに、憲法の地方 自治条項 にはその主体 は 「住民」 となっているが、

憲法15条1項 の 「国民」 と93条2項 の 「住民」は、 「全体 と部分の関係」にあっ

て、その差異は地域 の広狭 にあ るに過 ぎない。 したがって、地方 自治条項上の
59)

「住民」 に外国人が含 まれ ると解釈 することはで きない とい う。

これ に反 して、`可 能論 の立場 は次の とお りである。 まず、一つは、 日本憲
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法93条2項 の 「住民」が 日本国民を意味する としても、 その本質 は日本 国民の

地方 自治体の参政権 を保 障す る とい う意味であって、 これを通 じて外国人の地

方参政権が絶対的に排除 され るもの と解釈 す ることはで きない とい う見解があ

る。 したが って、憲法上、外国人の地方参政権が禁止 されてはお らず、そ うか

といって明示的に付与 されてい るもので もないために、外国人の地方参政権 の

認否 は国会の立法裁量に属す る と解 さなければな らない とい うのである。 もう

一つの見解は
、憲法93条 の地方 自治条項 はその主体 を 「住民」 と規定 してお り、

ここでの 「住民」 とは、 「地方 自治体 を構成す る者、すなわちその区域 内に住所

を有す る者」 を指す のであるか ら、文理解釈 をす るときには、93条 の 「住民」

の範疇か ら外国人が除外 され るものではない と見 るべ きであるとい う立場であ

る。すなわち、憲法15条1項 の国会議員選挙条項が国民主権原理(憲 法1条)か

ら派生す るとしても、92条 の地方 自治条項か ら派生する内容である93条2項 は、

できるだけ地方 自治の本 旨に適合す るように解釈 す るべ きであ り、70万 を超 え

る定住外国人 を地方 自治体の選挙か ら無条件 に排除す ることは地方 自治 の基本

趣 旨にも とるので、外国人の地方選挙権 は現行憲法93条2項 の保障対象 に含 ま
　

れ ると解す るのである。

2)司 法府の立場

一方、 日本の司法府には外国人参政権問題 に関 して、1989年 以来、何件かの

訴訟が提起されたことがあ り、裁判所はこれに関 して注 目すべき立場を表明 し

ている。もちろん現在まで原告勝訴が確定 した判決はないが、1995年2月28日

に日本の最高裁判所は在 日韓国人金正圭 らの提訴に関連 して、次のような法解

釈を提示 したのである。

「憲法第8章 の地方自治に関する規定は、民主主義社会における地方自治の重

要性に鑑み、住民の日常生活に密接な関連 を有する公共的事務は、その地方の

住民の意思に基づきその区域の地方公共団体が処理するという政治形態を憲法

上の制度 として保障 しようとする趣 旨に出たもの と解 されるか ら、我が国に在

留する外国人のうちでも永住者等であってその居住する区域の地方公共団体 と

特段に緊密な関係を持つに至った と認められるものについて、その意思を日常

生活に密接な関連を有する地方公共団体の公共的事務の処理に反映させるべ く、



〃0

法律 を もって、地方公共団体 の長、 その議会 の議員等 に対す る選挙権 を付与す

る措置 を講ず ることは、憲法上禁止 されているもので はない と解 す るのが相当

であ る。 しか しなが ら、右の ような措置 を講ず るか否 かは、専 ら国の立法政策

にかかわ る事柄であって、 この ような措置を講 じないか らといって違憲 の問題

を生ず るものではない。」

この よ うな法解釈 は、外国人 に対す る地方選挙権 の付与は憲法上禁止 されて

不可能であ るとい う従来の 日本政府及び一部の学者 たちの立場 とは相反 して、

地方参政権問題 は単 に 「立法政策」の問題 であって、選挙関係法 を改正 さえす

れ ぼ現行憲法下であってもい くらで も認 めることができるとい うことを確認 し

たものであ る。 この判決 は、在 日韓国人の地方参政権獲得運動の展開において、

政府側の`違 憲であって不可能で ある'と の立場 を弱化 させ る大 きな成果 をも
61}

た らした。そ して この判決 は、`法 律的または民主主義の理念的問題'と して扱

われてきた定住外国人の地方参政権 問題が、単な る`政 治的 ・政策的問題'へ
fit}

と転換 され る契機 になったのであ る。

3)地 方議会及び中央政界の動向

裁判所の判決以後、当時の社会党所属の村山総理が、外国人に対する地方参

政権付与に対する支持を表明したし、野中自治大臣も最高裁判所の見解を尊重
63}

す る立場か ら前向きに検討す ることを示唆 したのである。在 日韓国人の地方参

政権要求 に対す る日本社会 の反応 として特 に注 目すべ き事項 は、1993年 の下半

期か ら多 くの地方 自治体の議会で定住外国人 に対す る選挙権(参 政権)を 認め る

べ きであ るとの決議案の採択が相次いでい るとい う点である。 これ らの決議案

の内容は、定住外国人 はすでに地域社会の構成員 になっていて、 日本 人 と同 じ

く納税義務 を負担 しているにもかかわ らず選挙権 を認め られないでいることは

問違 いであ り、 これ らの居住実態や地域社会への貢献度 を参酌 して、地方政治

への参加 についての門戸 を開放 しようとい うものである。2002年7月22日 現在、

在 日韓国民団中央国際局の調査 によれば、 日本の47都 道府県の3302に 達す る全

自治体 の うちで、肯定的な地方参政権意見書 を採択 した自治体の数は1503で あ
64)

り、 その比率 は45.51%に 達 す る とい う。

一・方
、 日本 の 国 会で も、1998年 当時 野 党 で あ っ た新 党平 和 ・改 革派(現 在 の公
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明党)と 民主党が共同提案 して国会史上最初の 「定住外国人に対する地方公共団

体の議会及び長の選挙権の付与に関する法律(案)」 を提出したし、同じ時期に

共産党も 「永住外国人に対する地方公共団体の議員及び長の選挙権及び被選挙
65)

権に関する法律(案)」 を提出することでもって、定住外国人の地方参政権 に対

する関心を見せ始めた。野党側から提出された法律案は、すべて衆議院選挙法

特別委員会の審議に入ることに失敗 した。 しか し、野党内だけで止まっていた

地方参政権の立法化の動きは、1999年 に公明党が連立政権に参加 したのを契機

として、与党内においても推進 され姶めた。その年の10月 に連立政権を構成 し

ていた自民 ・自由 ・公明の3党 が、定住外国人に地方参政権を付与する法律を

制定することに合意 したのである。2000年1月 に党内の慎重論のために自民党

が抜けたまま、公明党 と自由党が共同で衆議院に 「定住外国人に対する地方公

共団体の議会及び長の選挙権の付与に関する法律(案)」 を提出したし、その年

の7月4日 には公明党 と自由党の後身である保守党が再び法律案を提出するに
68}

至 った。

しか し、 この法律案 は2001年5月9日 に自民党の反対 によって継続審議の議

題 として処理 され ることで、その審議及び通過が後 回 しにされ ることになった。

これによって、在 日韓 国人を中心 とす る定住外国人 に対 して地方参政権 を付与
　

す る法律 は、 その制定が相当困難である との展望 も出てい る。

1V結 論

21世 紀に入った今 日は、国際化 ・世界化 ・地方化の時代であるといわれ る。

国際化 ・世界化は自分 と異なる他人の存在を認めて尊重するところか ら出発す

る。 日本が自身の内部において地域社会の構成員 として存在 している定住外国

人を無視 し仲間 として包容することを拒否するならぼ、日本の国際化 ・世界化

ははるかに遠い課題になるであろう。今 日すべての国家は、民主的共同体を標

榜 している。民主的共同体は、すべての共同体構成員が政治的自由 と参政権を

享有 しながら共同体の意思決定 と政策過程に参加することができるように保障
68)

され ることを前提 としてい る。

20世 紀 中盤以後 に発展 し始めた国際人権法 は、いかな る国家 ・社会 において
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も、その中で居住 してい るすべ ての構成員の基本的人権が可能な限 りあらゆ る

水準において十分 に保 障され るこ とを要請 している。地方化 の時代 を迎 えて、

特 に地方住民 としての外国人の権利が地域社会の次元で より具体的 に実現 され

得 るようにす ることが重要である と指摘 されている。 この ことは、地方化の時

代 においては国籍 を基礎 とす る 「国民」ではな く、生活 を基礎 とす る 「住民」

が重要で あるとい うこ とを述べて くれるのである。

これ までの 日本政府の在 日韓国人政策は、基本的 に`同 化政策'と い うこと
69)

ができる。解放前には日韓併合を掲げて韓国人に日本国籍を強制的に適用 した

し、解放後には一方的にその国籍を喪失させて単なる一般外国人 として差別待

遇を継続 してきた。在 日韓国人政策が補完されて在 日韓国人の法的地位が漸次

改善されてきた ということを否認することはできないが、今でも依然 として 日

本政府は在 日韓国人に対 して、就職や社会保障などで差別待遇を受けた くなけ

れば韓国への帰国か日本への帰化のうちのいずれか一つを選択す るように事実

上強要 している。 また、日本政府は帰化要件を緩和 して日本国籍の取得を容易
70)

に した国籍法 の改正 によって、多 くの在 日韓国人が 日本 に同化 され るようにし

てお り、 これは在 日韓国人社会の規模を急激 に縮小 させ る結果 を招いている。

この ような状況 は、韓国の代表的な海外僑胞集団である在 日韓 国人社会 の維持

を脅かす根本 的な要因 として作用 しているのが事実であ る。

しか し、 日本社会の少数者集団である在 日韓 国人 は、国際人権法によって 日

本社会 に同化 され ることな く自らの文化及 びアイデ ンティティー一を維持す るこ

とので きる権利 を有 してお り、多数者に対 して平等 な待遇及び寛容を要求す る
71)

こ ともで き る。 この よ うな`少 数 者 の権 利'(minorityright)に もかか わ らず 、
72)`追放 と同化政策'に 基づいて少数者集団である在 日韓国人に対 して施行されて

きた日本の差別的な少数者政策は、特に国際社会における日本の地位が次第に

向上するに従い国際人権法的観点から多 くの批判に直面するようになった。

定住外国人 としての在 日韓国人に、各地方の 「住民」であると同時に 「人間」

としての地位を基礎 として、生活に関連 した基本的な権利が与えられるように

することが国際人権法の要請であ り、国際化 ・世界化の時代に民主的共同体 を

指向する日本の国家的責務であると見る。特に`在 日韓国人問題'と いう歴史

的特殊性に照 らして、 日本がもっと積極的にその認識 と解決に乗 り出さなけれ
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ぼならない課題である。 日本 はその間、在 日韓国人の人権改善のために主導的

に政策 を施行 した ことがほ とん どなかった とい う点 に留意する必要があ る。 こ

れは、今 日、国際社会の リ._._ダーを自任 してい る日本 の`人 権 哲学の貧困'を

見せ るものである。国民国家 の主権 的行為 と国益 のみ を強調 して 日本帝国主義

時代 に強制的に`帝 国臣民'に した在 日韓国人 に対す る賠償次元か らも、参政

権問題 を含めた在 日韓国人の法的地位改善 に対す る日本の よ り積極 的な努力が
73}

要請 されると見る。

一国の経済 ・社会 ・文化の発展に定住外国人が大き く貢献 している今 日、 日

本は定住外国人の人権保障の次元か ら、特に人間の自律性 と尊厳性を実現する
74)

ための最善の手段 として、参政権 の付与 に対する検討 を始めなけれぼな らない。

定住外国入 として在 日韓 国人が地方参政権 を含 めて 日本人 と平等 な待遇 を受け

なければな らないのは、 日本人 と同等 に納税 の義務 を履行 してい る地域社会の

一員 として 日本人 と平等 な権利の責務 を享有す ることがで きる とき
、始 めて自

らのアイデ ンティティーを維持 しなが ら21世 紀 の国際化 ・世界化の時代 に要求

され る`共 生社会'の 構築に能動的 に参加 す ることができるためであ る。地方

参政権 が法的に保障 されれば、在 日韓国人の法的地位 はよ り____層向上 され るで

あろう。 しか しより重要 な ことは、 日本人の根源的な意識 の中に残っている差

別観念を除去す ることである と思われ る。在 日韓国人が願 うものは、 まさにこ

のような差別意識が根本的に除去された社会で、韓国人 としてのアイデ ンティ

ティーを維持 しなが ら、 日本人 と共生す ることであろうか らであ る。

注

1)「 在 日韓国人」 とい う用語 の ほか に、 「在 日朝鮮人 」 「在 日僑胞 」 「在 日同胞」、 そ して 「在

日コ リア ン」 な ど多様 な用 語が使用 されて い るが、 ここで は 「在 日韓 国人 」 を使用 す る こ

とにす る。

2)辞 典的 な定 義 によれば、 「少 数者 」 は、 「人種 、宗教、言 語 また は国籍 等 にお いて、彼 ら

が所 属 してい る社会 の他 の構成員 と区別 され、 自 らまた は他 の構成 員 に よって分離 されて

区別 され る もの と認 識 さ れ て い る人 々 の集 団 」 と して 定 義 され て い る。TheNew

EncyclopediaBritannica,Vo1.27,p.356;ArnoldRose,"Minorities,"David

LSills(ed,),InternationalEncyclopediaoftheSocialSciences,VoLlO,p.365参

照 。広義 で見れ ば、 「少数者 」 は、長 い期 間 にわたって0定 の民族 的集 団 を構成 して い る

少数者、 すなわ ち 「少i数民族」(nationalminority)だ けで な く、政治 的 ・経 済的 な理 由
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で外国に集団的に居住 している難民(refugee)、 外国人(foreigners)、 そして国籍 のな

い無国籍者(statelesspersons)も その範疇 に含 ませ ることがで きるであろう。金富燦

「国際法上少i数者の権利」『東 アジア研究論叢』第』8輯、済州大学校、1997年 、2頁 。
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とにする。日本内の定住者 としての韓国人は、日本の立場から見れば定住者 としての地位

を持つことになる。徐龍達著 ・金ヨンギ訳 「在 日韓朝鮮人の地方参政権」『経営経済』第

33輯 第1号 、2000年 、183-184頁 。崔 ヨンホ 「在 日韓国入の参政権に対する韓日両国の

政治的態度に関する研究」『ヨンサン論叢』第7輯 、 ヨンサ ン大学校、2001年 、2頁 。

5)文 京沫 「在 日韓国人問題の起源」『東アジア研究論叢』第9輯 、済州大学校、1998年 、

179-198頁 。
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維持 して これた。 しかし、このような状況は、1985年 か ら日本が国籍法 を改正 して父母両

系血統主義を採ることによって、大きく変化し始めた。実際1985年 か ら在 日韓国人の数

は減少 し始めたし、このような趨勢は今後も継続するものと展望されている。1997年 か ら

韓国も日本 と同じ く父母両系血統主義を採ったが、長期的観点からこのような状況が変わ

る可能性はないと見 られる。李長煕編著 『韓日間の国際法的懸案問題』亜社研、1998年 、

111-118頁 、参照。

7)「 定住外国人1と いうのは、 日本社会に生活基盤があって社会的生活関係は日本人 と実

質的に差異がないにもかかわらず日本国籍を有していない外国人をいう。具体的には、①

日本の侵略によって直接的または間接的に渡日を強要された韓国人、中国 ・台湾人などで

あり、②前項の韓国人や中国 ・台湾人などの子孫 として日本で出生して成長 した者、③ 日

本に居住 して3年(国 籍法上の帰化が許される最短年数)以 上の者で、生活基盤が 日本に

あって納税の義務を果た しているその他の外国人をいう。徐龍達、前掲論文、185頁 。
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輯第1号 、2000年 、196頁 、参照。
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4i)大 沼 保 昭 「日本 にお け る 『外 国 人 の 人 権 』 論 再構 成 試 図 」 『韓 国 国 際 法 学 の 諸 問 題 』(箕

堂 李 漢 基 博 士 古 稀 記 念)、1986年 、417頁 。

42)同 論 文 、420頁 。

43)同 論 文 、420-421頁 。

44>同 論 文 、422頁 。

45)同 論 文 、431頁 。

46)サ 龍 澤 「在 日韓 国人 の 法 的 地 位 」 『法 学 研 究 』 第22輯 、 全 北 大 学 校 、2001年 、18頁 。

47)崔 ヨ ン ホ、 前 掲 論 文(脚 注4)、4-5頁 。

48)た だ し、 ア メ リカ が独 立 の初 期 に市 民 権 概 念 を確 立 し得 な か っ た 間 、 外 国人 に参 政 権 を

認 め た こ とが あ った が 、19世 紀 後 半 か ら外 国 人 の 参政 権 が排 除 され 始 め た し、1928年 に は
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50)い わ ゆ る北 欧 型 とい う こ とが で き る。
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52)国 内の外国人 に対する参政権付与状況

○認めている×認めていない△一部認めている
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《訳者 あ とがき》

本訳稿 は、韓国地方自治法学会発行の 『地方 自治法研究』第2巻 第2号(2002

年12月)に 収録 されている金富燦(Kim,BooChan)博 士の論文を訳出 した もの

であ る。著者 の金富燦博士 は、現在-国 立済州大学校法政大学法学部教授、嶺

南国際法学会会長、韓国地方 自治法学会副会長の職にあ り、 また、韓国国際法

評論会会長 、大韓国際法学会副会長 を歴任 されている。

ところで、訳者 は、済州大学か ら招膀 されて、昨年(2004年)12月15日 に 「在

日韓国人 の地方参政権 について」 と題 して、済州大学法学部 で講演 をす る機会

を与 え られた。

訳者が このテーマを選んだ理 由は、第一一に、多 くの友人 ・知人 ・親族 を日本

へ と送 り出 した済州島の人々 に、 これ までの在 日韓国人の歴史 と今後 の在 日韓

国人 の生 き方を伝 えるための格好の材料 を提供す るもの と思ったか らである。

すなわち、以前 は、 まさに生物学的に生 きることがすべてで あった在 日韓 国人

た ちは、 まず は安定 した在留 を望み、次 に社会保障や差別 なき進学や就職 な ど

を要求 してきたが、 いまや 自分 らしく生 きる、否、在 日韓国人 とい う存在 を と

お して、 日韓 の架橋 として、 あるいは、他の定住外国人の権利 を獲得す るため

の先導者 として生 きるな どの、積極的 ・能動的な生 き方 を、少な くとも模索で

きるまでになった ことを伝 えたか ったのである。
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第二に、自 らが生 まれ育った故郷である日本 と両親 の生 まれた祖国 ・韓国が

ともに心豊かな人道の大国 となるために、両国 に とって少なか らざる関心事で

ある在 日韓国人 の法的地位 をとお して他者へ の思 いや りの必要性 を伝 えること

ができるので はないか と考 えたか らである。

そして、第三 に、実践的問題 として は、 これ までの在 日韓国人の法的地位の

変遷史を振 り返 るとき、 日本政府の対応が相当程度 に外圧 に左右 されてい る事

実 を否定で きないが ゆえに、参政権獲得 につ いて も在 日韓 国人に対す る韓 国か

らの大 きなエールを必要 としているか らであ る。

以上の ような理 由で在 日韓国人の地方参政権 をテーマに選 んだのであるが、

講演の前 日に招待 していただいた会食の席で、思 いもか けず金富燦教授か ら在

日韓国人の参政権 について考察 された玉稿 をいただいた。それを一読 した とき、

論理的明快 さに感銘す る とともに、行間か ら在 日韓 国人への温かい励 ま しが感

じられ、本 当に嬉 しかった。訳者が何 よ りも欲 しか った祖 国 ・韓国か らのエー

ル とは、 まさにこのような もので あったか らであ る。 そ こで、 日本社会の構成

員である在 日韓国人 と日本人 に広 く読んでいただきたい との願 いか ら、金富燦

教授 の許 しを得て、 ここに訳出す ることにした。

訳者の2泊3日 の済州滞在 は、冬 とは思えないほど暖か く穏やかな天候 に恵

まれたが、それ以上 に済州大学 の教職員の方々の心の温か さを痛感 した 日々で

あった。 この場 をお借 りして、 ご招待いただいた済州大学 の夫萬根総長 をはじ

め とす る教職員の先生方 に心 よ り御礼申 し上 げます。


